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産業革命以降，大気中のCO2濃度は

280 ppmから380 ppm以上に高まり，

地球の平均地表気温は0.74℃上昇した

ことが観測されている。科学・技術の発

達がもたらした工業と経済の発展に起因

する，地球の温暖化。人類を含めた地球

の生態系に深刻な影響が及ぶ前にその

進行を止めるのも，科学・技術の発展に

かかっている。

社会の基盤である電力・エネルギー分野
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は，地球温暖化の進行を防ぎ，低炭素社

会を実現するうえでも大きな役割を担う。

そのために必要となる技術は何か。ビジョ

ンはどうあるべきか。

エネルギーシステム工学の第一人者であ

り，IPCC第3次・第4次報告書の主執筆

者も務める山地憲治東京大学教授（対

談時）をお招きし，日立製作所電力シス

テム社を統括する田中幸二執行役常務と

論を交わした。
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より少ない負担で，より多くの排出削減を

田中 地球環境問題，特に地球温暖
化は世界共通の課題となっていま
す。私ども日立製作所電力システム
社も，事業領域に深くかかわる問題
として，動向を常に注視しています。
　山地先生は，エネルギーシステム
工学をご専門に，早くから環境とエ
ネルギーの問題に取り組んでこられ
ました。また，IPCC（気候変動に
関する政府間パネル）の発足当初か
ら活動に参加しておられるとのこと
ですが，現状をどのようにご覧に
なっていますか。
山地 地球温暖化対策では，各国の
温室効果ガス，特にCO₂の削減が
議論となっていますが，どれだけ削
減すれば環境に深刻な影響を与えな
いのか，科学者の間で統一した見解
が出されてはおりません。2009年
のラクイラサミットでは，2050年
までに世界のCO₂排出量を少なく
とも半減，先進国は80％減という
目標で合意がなされました。こうし
た高い目標を掲げることは，大きな
方向性を示すという政治の役割を考
えれば，もちろん意味があることで
す。ただ，あまりに困難な目標は，
挑戦意欲の低下にもつながりかねま
せん。私は，IPCCで対策に関する

部分を担当し，温暖化抑制シナリオ
に沿って，利用できる技術と制度，
必要なコスト負担などの定量的な関
係を分析していますが，現実の対策
では，分野ごとの地道な積み上げが
ものを言います。削減目標を負担と
とらえず，いかにチャンスとして生
かすか。発想の転換と，効果的な施
策が問われます。
田中 具体的にはどの分野に力を入
れていくべきだと思われますか。
山地 重点的に対策を行うべき分野
とは，より効率的に，つまりより少
ない社会的負担でより多くの排出削
減を達成できる分野ということにな
ります。一つは発電で，原子力の利
用拡大，再生可能エネルギーの普及，
火力発電のさらなる高効率化や
CCS（Carbon Capture and Storage）
などの取り組みが有効です。もう一
つは，特に家庭や業務用施設などの
省エネルギーです。簡単な例では，
すべての白熱灯を蛍光灯に変えるだ
けでもかなりの効果が見込めます。
省エネフロンティアには大きな可能
性があります。

再生可能エネルギーの課題に応える

田中 日立グループは，2025年度
までに日立グループ製品によって年
間1億 tのCO₂排出抑制に貢献する
ことを目標としています。その中で，
原子力発電，火力発電，水力・風力・
太陽光発電などの再生可能エネル
ギー，電力流通機器などを手掛けて
いる電力システム社は，エネルギー
革新技術の開発で貢献すべく力を注

いでいます。
　経済産業省の新エネルギー部会委
員，低炭素電力供給システムに関す
る研究会座長などを歴任されてきた
中で，山地先生は再生可能エネル
ギーに関する国の導入目標と課題に
ついてどのようにお考えですか。
山地 近年の太陽光・風力発電の伸
びは著しく，全世界の設備容量は風
力発電が1億kWを，太陽光発電は
1,000万kWを超えています。日本
では鳩山政権が，ポスト京都議定書
の国際的な枠組みにおける公平で意
欲的な目標での合意を前提に，
2020年までに1990年比で25％の温
室効果ガス削減という目標を掲げま
した。25％のうち，どれだけ真水（国
内削減）で実現するかによってシナ
リオは変わるものの，2020年に太
陽光発電は数千万kW規模，風力発
電も1,000万kWオーダーの目標値
が検討されているようです。日本の
2007年時点での導入実績は，太陽
光が約192万kW，風力が約168万
kWですから，かなり高い目標にな
りそうですね。
　いずれにせよ，再生可能エネル
ギー，中でも太陽光・風力などの自
然エネルギーの導入量を増やさなけ
ればいけないのは間違いありませ
ん。その際に課題となるのは，まず
設備容量・発電量当たりの価格がま
だ高いことです。そして，発電量が
天候などに大きく左右されるため，
導入量が増えると電圧と周波数の変
動が大きくなり，電力系統が不安定
になることです。
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田中 系統安定化については，知見
を集めて新技術の開発に積極的に取
り組んでいます。風力発電では，富士
重工業株式会社と共同で，日本で立
地点の多い丘陵・山岳地などの吹き
上げ風が強い場所で，約8％の出力
向上が可能な2 MWのダウンウィ
ンド型風車を開発しました。通常，
風力発電は風の強さによって出力が
大きく変動しますが，この風車では，
可変速揚水式水力発電システムで活
用されている「有効電力優先制御シ
ステム」を適用することで，有効電
力を直接制御し，風速が変動しても
電力変動が少ない，安定した電力の
供給を可能にしました。
　大規模太陽光発電システムでは，
山梨県北杜市で行われている
NEDO（独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構）の実
証実験において，株式会社NTT

ファシリティーズからの再委託によ
り，系統安定化機能を持った大容量
P C S（ P o w e r  C o n d i t i o n i n g 

Subsystem）の開発を進めました。
開発した400 kW級のPCSでは，発
電による有効電力とともに，電力系
統の状況に応じて適切な量の無効電
力を連系インバータから出力するこ
とで，系統電圧の変動を抑制する機
能や，瞬時電圧低下時の運転継続機
能など，電力系統への影響を軽減す
る技術を実現しています。また，
PCS以外にも，監視制御システム，
変圧器，遮断器など，幅広く手掛け
ています。

総合的な取り組みとして期待される
スマートグリッド

田中 再生可能エネルギーの導入拡
大に伴う課題には，どのような対応
が必要とお考えですか。
山地 太陽電池などの小規模分散型
電源は大量生産によってコストが低
減しますから，今回導入される電力
買取制度は需要拡大に伴う生産コス
ト低減を後押しするためにも必要な
施策でしょう。配電系統の安定化に
ついては，電圧と周波数の変動をい
かにして吸収するか。先ほど挙げら
れた新開発の風車のように，発電側
が出力を平滑化する機能を備えると
いうのも画期的な方法です。
　電圧変動対策としては，無効電力
制御や，柱上変圧器の強化が挙げら
れます。周波数変動対策としては，
現在行っている火力発電，可変速揚
水式水力発電などによる需給変動の
調整に加え，負荷周波数制御の調整
容量を増やす必要性があります。ま
た，余剰電力を蓄電する設備も拡充
しなければなりません。
　これらの課題を総合的に解決する
手段がスマートグリッドです。メ
リットの一つは，情報通信技術を利
用した送配電網の自動化により，電
力供給の信頼性を向上できることで
すが，日本の電力網ではすでに実現
しています。新たな可能性として注
目されるのは，需要家のエネルギー
機器との協調など，DSM（Demand 

Side Management）による需給を統
合した全体最適化が可能になる点で
す。さらに，EV（Electric Vehicle）

やPHEV（Plug-in Hybrid Electric 

Vehicle）の蓄電池，ヒートポンプ給
湯器の貯湯槽など，家庭のエネル
ギー貯蔵設備をスマートグリッドに
取り込んで変動吸収に活用すること
が，エネルギーシステム全体で環境
負荷軽減と電力安定供給を両立する
鍵になります。
田中 スマートグリッドは，電力イ
ンフラ技術と情報通信技術の両分野
をグループ内に有し，効果的に融合
できる日立が強みを発揮できる領域
だと考えています。2009年4月に
は，再生可能エネルギーやスマート
グリッドにかかわる機器・システム
事業を強化し，日立グループ全体で
統括的に進める「新エネルギー推進
本部」を設立しました。情報制御シ
ステム社を中心に，先進的自動検針
インフラのAMI（Advanced Metering 

Infrastructure）やアモルファス変圧
器，配電用の無効電力保証装置，リ
チウムイオン蓄電池など，関連デバ
イスの開発や普及に努めています。
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山地 一般にはあまり知られていま
せんが，変圧器では無負荷損が発生
するので，これが小さいアモルファ
ス変圧器のCO₂削減効果は大きい
ですね。私の研究室の試算では，柱
上変圧器をアモルファス変圧器に代
えると，100万 tオーダーのCO₂削
減になります。地球温暖化対策には，
このような個々の機器からインフラ
まで含めたエネルギーシステム全体
の構造改革が必要です。総合的な取
り組みで世界をリードしてください。

低炭素社会のキーになる原子力発電

田中 CO₂排出削減で重要な発電
分野の取り組みに関して，原子力の
利用拡大を挙げていらっしゃいまし
た。世界的にも原子力発電への期待
が高まっており，最も大きな効果が
出せるものとして，また安定的な
ベース電源として，私どもとしても
たいへん重視しています。
山地 太陽光や風力発電などの自然
エネルギーは，2020年に政府の意
欲的な導入目標が達成された場合で
も，わが国の一次エネルギー供給の
10％程度にとどまる見込みです。発
電時にCO₂を発生せず，安定的に
電力を供給できる原子力発電は，低
炭素社会においても重要な存在とな
ることは明白です。政府の需給見通
しでは2020年の最大導入ケースで，
全発電電力量の40％以上を原子力
が供給する見込みとなっています。

　課題は，設備利用率を諸外国並み
に高めることです。検査制度の改革
や保守管理の高度化も含め，中長期
的に90％台を実現して原子力発電
の実力を発揮できるようにしなけれ
ばなりません。さらに，既設原子炉
の出力向上を図り，できるだけ活用
するとともに，新設計画も進め，新
エネルギーとの両輪で着実な導入を
図っていく必要があります。
田中 日立は，50年ほど前から原
子力発電の研究開発を開始し，
BWR（Boiling Water Reactor）に取
り組んできました。日本のBWRは
商業炉化されてから40年が経過し，
現在は，安全性，運転性，経済性な
どに優れたABWR（Advanced BWR）
が実用化されています。ABWRは
国内の電力会社とプラントメーカー，
および GE社（Genera l  E l e c t r i c  

Company）が共同開発したもので，
日立は，これまでの国内6基すべて
のABWRプラント建設に携わって
きました。北米をはじめとするグ
ローバル市場に対しても，パート
ナーであるGEH（GE-Hitachi Nuclear 

Energy Americas LLC）とともに，
ABWRなどの最先端BWRを提供し
ていく計画です。
　ご指摘の既存設備の稼動率向上に
も，電力会社のお客様と協力しなが
ら取り組んでいく考えです。また，
国のプロジェクトに参加し，ABWR

の次世代となる原子炉の開発にも取

り組んでいますが，50年後，100年
後といった長期的な視点での技術開
発の方向性については，どうお考え
でしょうか。
山地 現在，世界全体で原子力発電
の設備容量は約4億kW，供給して
いる電力は約2兆6,000億kWhで，
全世界の発電量のほぼ16％に相当
します。これが今世紀中には20億
kW，30億kWと増大していくで
しょうし，それぐらいにならないと，
ほんとうの低炭素社会は実現できま
せん。一方で，そうなると，軽水炉
を利用している限りはウラン資源の
枯渇問題が起き，ウランの利用効率
向上が求められます。使用済み核燃
料を再処理し，リサイクルするプル
サーマル，そして長期的には高速増
殖炉の技術を，コスト面での成立性
も吟味しながら確立していかなけれ
ばならないでしょう。
田中 技術とコストの成立性を両立
させることは難しい課題ですが，私ど
もは長期的な視点で，中間貯蔵，燃
料再処理，高速増殖炉，廃棄物処理
処分などの事業，および技術開発を
積極的に推進していく考えです。高
速増殖炉に関しては，一次冷却系を
中心とした「もんじゅ」までの実機機
器開発・製作・据付・メンテナンス
経験を生かし，実証炉は2025年ごろ，
実用炉は2050年ごろの運転開始をめ
ざして取り組んでいます。

大きな効果が見込める
火力発電の高効率化とCCS

田中 再生可能エネルギーや原子力
に比べると目立ちませんが，全世界
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の電力量の7割近くを生み出してい
るのは火力発電です。その活用につ
いてはいかがですか。
山地 火力発電にはベース電源とし
ての役割に加えて，需要変動に対応
する負荷調整電源としての役割があ
り，発電システム全体で考えたとき
にきわめて重要な役割を果たしてい
ます。重要なのは，埋蔵量が多く，
低コストで安定供給が可能な石炭を
効率よくクリーンに使っていく「ク
リーンコールテクノロジー」で，こ
れによるCO₂削減効果は莫（ばく）
大です。石炭をガス化したうえでガ
スタービン燃料とし，排熱を蒸気
タービンで回収して複合発電する
IGCC（Integrated Coal Gasification 

Combined Cycle）では，発電効率
48～50％が見込まれています。最
新 鋭 のUSC（Ultra Super Critical）
微粉炭火力発電でも，従来の石炭火
力より約10％も高い，43％前後の
発電効率を達成しています。例えば，
中国やインド，米国などの従来型石
炭火力発電所がすべてUSCに置き
換われば，1年間に約13億 t，日本
が排出しているのと同じ量のCO₂

を削減できるのです。
　今後は，既設の石炭火力プラント
を改善しながら，長期的には IGCC

やA-USC（Advanced USC）の実用
化，さらに，2050年に温室効果ガ
ス半減という目標を達成するには，
火力発電で発生したCO₂を分離・
回収するCCS技術も不可欠です。
田中 石炭火力に関して，私どもは
蒸気条件の高温・高圧化による高効

率化に積極的に取り組んでおり，蒸
気温度566℃以上のUSC発電所は，
建設中を含め，国内8機，海外23

機の建設実績があります。さらに高
効率化をめざした700℃級A-USC

の開発も急いでいます。
　IGCCについては，電源開発株式
会社が進めているEAGLEプロジェ
クトに参画しています。石炭処理量
150 t／日の運転研究を通し，ガス
化とガス精製において高い性能を達
成しました。IGCCは，ガスタービ
ンに投入する前の高圧ガスから
CO₂を除去しやすく，CO₂回収に
おいても総合効率が優れると期待さ
れています。すでに，世界に先駆け
て実施したパイロット試験において
目標性能が得られることを確認して
います。
　CO₂の回収技術に関しては，欧
米の電力会社や大学との共同開発，
実証試験を進めています。化学吸収
液により石炭火力プラントの煙道で
CO₂を回収する化学吸収法では，
当社はエネルギー消費量の少ない吸
収液を開発しています。また，空気
から窒素を除いた酸素に排ガスを混
ぜた新しい燃焼法で，CO₂濃度を
高めて回収する酸素燃焼システムで
は，燃焼安定性の高いバーナ・燃焼
システムを開発しました。これらの
CO₂の回収技術の実証試験が北米
と欧州を中心に計画されており，米
国と欧州のグループ会社を拠点とし
てプロジェクトに参加しています。
山地 低炭素社会はエネルギー利用
の高効率化やCO₂回収をはじめと

する，多様な技術がなければ実現不
可能です。本日のお話から，あらゆ
る種類の発電，送配電変電，インフ
ラ，情報通信，利用機器など，日立
がさまざまな領域をカバーした技術
開発に取り組んでいることを再確認
しました。システム工学の視点から
環境問題を考えると，一つの革命的
な技術というよりも，全体的な視点
から幾つもの優れた技術を最適に組
み合わせるシステム思考が有効だと
言えます。日立グループの総合的な
力を次世代のエネルギーシステムに
生かし，地球温暖化問題解決の，リー
ディングカンパニーになるものと期
待しています。
田中 環境とエネルギーに関するご
卓見をうかがい，日立グループの技
術やビジョンへの自信を深めること
ができました。技術開発を通して社
会に貢献することは，創業当初から
の理念です。低炭素社会の構築と電
力安定供給の両立に貢献するため，
グループ全体で努力していきます。
本日はありがとうございました。

Vol. No. -  電力・エネルギーシステム

1974年日立製作所入社，電力グループ電機システ
ム事業部長，同日立事業所長などを経て，2009年
10月より現職。

田中 幸二
日立製作所 執行役常務
電力システム社 社長

1977年東京大学大学院工学系研究科博士課程修了，
同年 財団法人電力中央研究所に入所。1994年より
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